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１ 地域水産業再生委員会 

組織名 宮崎地域水産業再生委員会 

代表者名 松岡 勝志（宮崎漁業協同組合 代表理事組合長） 

再生委員会の構成員 檍浜漁業協同組合、宮崎漁業協同組合、宮崎市、中部農林振興局 

オブザーバー 宮崎県（水産政策課、漁業管理課、水産試験場） 

対象となる地域の範

囲及び漁業の種類 

【地域の範囲】 

宮崎市（檍浜漁業協同組合及び宮崎漁業協同組合） 

【漁業の種類】  

まぐろ延縄漁業（２経営体）、延縄・一本釣漁業（４１経営体）、 

刺網・磯建網漁業（８経営体）、機船船曳網漁業（７経営体）、 

その他の漁業（４経営体） 

（檍浜漁協：令和５年 ３月３１日現在 

宮崎漁協：令和４年１２月３１日現在） 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

 宮崎地区では檍浜漁協、宮崎漁協の２漁協により漁業生産活動が行われている。沿岸では、沖

合を流れる黒潮や多くの瀬礁により好漁場が形成され、機船船曳網、一本釣り、刺網、曳縄、延

縄等の漁業が行われ、マグロ、サワラ、シラス、イセエビ等の魚種が水揚されている。 

 漁業生産金額について、直近５ヵ年では、平成３０年度に６億１００万円、令和元年度に６億

６，５００万円、令和２年度に５億２００万円、令和３年度に７億３，９００万円、令和４年度

に６億３，５００万円と変動が激しい。 

漁業種類別に見ると、当地区の基幹漁業であるまぐろ延縄では、平成３０年度の３億１，７０

０万円から令和４年度の４億８，３００万円と増加している一方、機船船曳網では、平成３０年

度の１億９，９００万円からちりめんの不漁により令和４年度の５，０００万円と急激に減少し

ている。 

 また、近年の新型コロナウイルス感染拡大に伴う流通形態の変化や魚価の低迷、ウクライナ侵

攻に伴う漁業用資材の高騰等の様々な要因が漁業経営を圧迫し、漁業を取り巻く環境は厳しい状

況となっている。 

 このような状況を乗り切るために、自助対策として、航行速度の低減、漁場の輪番制や漁業経

営セーフティネット構築事業に加入する等の取組を行っている。 

宮崎地区で生産されるちりめんは「宮崎ちりめん」として、関西・関東市場等へ出荷されてお

り、新鮮・無添加・安全・安心と品質を守り、向上させるため、販売促進にも力を入れている。 

 しかしながら、抜本的な漁業所得向上には至っていないことから、今後も引き続き、漁業者に

よるコスト削減に係る各種取組の継続ともに、流通販売体制の強化、流通の改善に一層の取組が

急務となっている。 

（２）その他の関連する現状等 



 宮崎市は消費地の側面と、水産業以外に、農業、畜産業といった第１次産業が非常に盛んな地域の側面

を有している。特に最近では、生産者、漁協・農協等の系統団体、行政が一体化となった６次産業化、フ

ードビジネスとしての産業浮揚の動きがあり、地元資源を用いた地域振興の機運が高まっている。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等 



（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

第２期で取組効果のあった漁業収入向上、効率的な港湾機能の維持、省燃油活動、漁具減耗

防止活動に引き続き取り組む。また、漁村の活性化のための取組として、交流人口の増加への取

組と漁業人材確保育成の取組を新たに追加した。 

１ 漁業収入向上のための取組 

（１）漁業収入向上 

最新機器の導入、船上での神経締め等による鮮度向上、通販市場の活用等に取り組む

ことによって、漁業収入の向上を図る。 

２ 漁業コスト削減のための取組 

（１）省燃油活動 

減速航行や漁船の船底、プロペラの清掃、省エネ機器の導入等に積極的に取り組み、

燃油消費量の削減を図る。 

（２）漁船・漁具等減耗防止活動 

非操業時における錆や擦れ対策、定置網における漁具の染料等に取り組み、漁具の消

耗防止に努める。また、漁協所有施設等の整備を適宜行うことで、安全な作業環境の確

保、効率的な水揚げ、漁船・漁具の維持・管理を図る。 

３ 漁村の活性化のための取組 

（１） 交流人口の増加

イベントや水産教室等を実施し、地元水産物の知名度向上及び交流人口の増加を図る。

（２）漁業者の育成・担い手の確保

機構と連携して担い手の確保を図るとともに、漁業就業希望者への就業情報等の提供

や、中核的漁業者が主体的に新規就業者の育成に取り組む。 



（３）資源管理に係る取組 

（ア）まぐろ延縄漁業における連続５日間以上の休漁 

（イ）機船船曳網漁業における１月の５日間以上の休漁 

毎月、翌月10日までに資源管理状況等の報告 

（ウ）刺網漁業における漁具制限、休漁期間（８月に５日間以上） 

毎年、翌年1月31日までに資源管理状況等の報告       （参照：資源管理協定） 

 

（４）具体的な取組内容 

１年目（令和６年度） 所得向上率（基準年比）７．７％ 

漁業収入向上の

ための取組 

（１）漁業収入向上 

①  まぐろ延縄漁業について、高値で取引される塩竈、那智勝浦、銚子、

日南などの市場でより高値で販売できるよう、船上での神経締めや水氷

の使用、素早い内蔵の抜き取り等による鮮度向上に取り組み、魚価の向

上を図る。 

②  漁業者個人が市の補助事業を活用し、魚群探知機や無線機、GPS等の最

新機器を導入し、漁獲量を増加させることで、漁業収入の向上を図る。 

③ 漁業者個人が、ECサイトにおける直接販売等の、地元市場に依存しな

い新たな販路拡大を図り、漁業収入を向上させる。 
 

漁業コスト削減

のための取組 

（１）省燃油活動 

➀ 漁業者が減速航行や漁船の船底、プロペラの清掃等に積極的に取り組

み、燃油費の削減を図る。 

（２）漁船・漁具等消耗防止活動 

➀ 漁業者が非操業時において、錆や紫外線を防ぐために漁具等をブルーシ

ートで覆うことや、振動による擦れを防ぐために船体をロープで固定す

ること等によって漁具の保管等の徹底に取り組み、基準年と同程度の漁

具費を維持する。 

➁ 老朽化した漁船の更新や漁協が所有する加工施設、水揚げクレーン等の

整備を検討する。 

➂ 漁協所有施設等の整備を適宜行うことで、安全な作業環境の確保、効率

的な水揚げ、漁船・漁具の維持・管理を図る。 

漁村の活性化の

ための取組 

（１） 交流人口の増加 

➀ カンカン市などのイベントや漁業者が主体となって地域の小学生向けに

実施する水産教室に取り組むとともに、取組内容をチラシやSNS等で情報

発信することで、地区外にも当地区の魅力を発信することで交流人口の

増加を図る。 

（２）漁業者の育成・担い手の確保 

➀ 機構と連携して漁業就業支援、漁業研修等の担い手育成事業を実施し、

担い手の確保を図る。 

➁ 漁協及び漁業者は、機構と連携し、漁業就業希望者への就業情報や漁業

情報の提供、地域の中核的な漁業者が主体的に新規就業者の育成に取り

組む。 

活用する支援措

置等 

漁業経営セーフティネット構築事業、漁業者保証円滑化対策事業、浜の活力再

生・成長促進交付金、もうかる漁業創設支援事業、経営体育成総合支援事業 

 

 

 

 

 



２年目（令和７年度） 所得向上率（基準年比）９．１％ 

漁業収入向上の

ための取組 

（１）漁業収入向上

前年度と同様の取組を実施するとともに、漁業者個人が船上での素早い

内蔵の抜き取り等による鮮度向上に取り組む。 

漁業コスト削減

のための取組 

（１）省燃油活動

前年度と同様の取組を実施する。 

（２）漁船・漁具等消耗防止活動

前年度と同様の取組を実施するとともに、老朽化が進んでいる水揚げク

レーン等の漁協所有施設の改修を検討し、改修計画を作成する。

漁村の活性化の

ための取組 

（１） 交流人口の増加

前年度と同様の取組を実施する。

（２）漁業者の育成・担い手の確保

前年度と同様の取組を実施する。 

活用する支援措

置等 

漁業経営セーフティネット構築事業、漁業者保証円滑化対策事業、浜の活力再

生・成長促進交付金、もうかる漁業創設支援事業、経営体育成総合支援事業 

３年目（令和８年度） 所得向上率（基準年比）１０．６％ 

漁業収入向上の

ための取組 

（１）漁業収入向上

前年度と同様の取組を実施するとともに、漁業者個人が船上だけでな

く産地市場においても施氷の徹底等を行い、鮮度向上に取り組む。 

漁業コスト削減

のための取組 

（１）省燃油活動

前年度と同様の取組を実施する。 

（２）漁船・漁具等消耗防止活動

前年度と同様の取組を実施するとともに、漁協所有施設の改修を実施

する。 

漁村の活性化の

ための取組 

（１）交流人口の増加

前年度と同様の取組を実施する。 

（２）漁業者の育成・担い手の確保

前年度と同様の取組を実施する。 

活用する支援措

置等 

漁業経営セーフティネット構築事業、漁業者保証円滑化対策事業、浜の活力再

生・成長促進交付金、もうかる漁業創設支援事業、経営体育成総合支援事業 

４年目（令和９年度） 所得向上率（基準年比）１２．０％ 

漁業収入向上の

ための取組 

（１）漁業収入向上

前年度と同様の取組を実施するとともに、他地区を参考に、高性能な冷

凍機等の鮮度向上に資する機器の導入を検討する。 

（２）漁業者の育成・担い手の確保

前年度と同様の取組を実施する。 

漁業コスト削減

のための取組 

（１） 省燃油活動

前年度と同様の取組を実施する。

（２）漁船・漁具等消耗防止活動

前年度と同様の取組を実施する 



漁村の活性化の

ための取組 

（１）交流人口の増加

前年度と同様の取組を実施する。 

（２）漁業者の育成・担い手の確保

前年度と同様の取組を実施する。 

活用する支援措

置等 

漁業経営セーフティネット構築事業、漁業者保証円滑化対策事業、浜の活力再

生・成長促進交付金、もうかる漁業創設支援事業、経営体育成総合支援事業 

５年目（令和１０年度） 所得向上率（基準年比）１３．５％ 

漁業収入向上の

ための取組 

（１）漁業収入向上

前年度と同様の取組を実施するとともに、他地区を参考に、高性能な冷

凍機等の鮮度向上に資する機器の導入を行う。 

（２）漁業者の育成・担い手の確保

前年度と同様の取組を実施する。 

漁業コスト削減

のための取組 

（１）省燃油活動

前年度と同様の取組を実施する。 

（２）漁船・漁具等消耗防止活動

前年度と同様の取組を実施する。 

漁村の活性化の

ための取組 

（１）交流人口の増加

前年度と同様の取組を実施する。 

（２）漁業者の育成・担い手の確保

前年度と同様の取組を実施する。 

活用する支援措

置等 

漁業経営セーフティネット構築事業、漁業者保証円滑化対策事業、浜の活力再

生・成長促進交付金、もうかる漁業創設支援事業、経営体育成総合支援事業 

（５）関係機関との連携 

行政（市、県）、系統団体（沿海漁協、漁連等）、地元団体（観光協会、商工会議所等）と一体

となった取組を行うことで、各取組における早期の効果発現を目指す。 

（６）取組の評価・分析の方法・実施体制 

 浜プランの取組の成果を評価・分析するため、委員会は外部専門家１名に委嘱し、各計画年度

の翌年度（７月頃）に開催する委員会議において、委員会事務局が策定した自己評価案に外部専

門家による評価意見を付した浜プラン評価案を審議・決定し、以降の取組の改善につなげる。 

４ 目標 

（１）所得目標 

漁業者の所得の向上

１０％以上 

基準年 

 

 

目標年 
 

千円

千円 

千円 



千円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性 

（３）所得目標以外の成果目標

①まぐろ延縄漁

業における平均単

価 

基準年 
平成３０年度～令和４年度５中３平均 

平均単価 
１，１０７円/kg 

目標年 
令和１０年度 

平均単価 
１，１２４円/kg 

②新規就業者数

の確保

基準年 
平成３０年度～令和４年度合計 

新規就業者数 
６人 

目標年 
令和６年度～令和１０年度合計 

新規就業者数 
８人 

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

➀まぐろ延縄漁業における平均単価

今期浜プランでは、まぐろ延縄漁業において、比較的高値で取引される塩竃、那智勝浦、銚

子、日南等の市場で、更に他の水産物よりも高値で取引されるよう船上での鮮度向上に取り組む

ため、まぐろ延縄漁業における平均単価が基準年（平成３０年～令和４年度５中３）の１，１０

７円/ｋｇから令和１０年度までに１．５％程度向上の１，１２４円/ｋｇを目指す。 

➁新規業者数の確保

当漁協では、平成２５年度～令和４年度の１０年間で正組合員が１２人減少しており、高

齢化も進んでいることから今後も漁業者の減少が避けられない状況である。当漁協を存続・

発展させていくためには、新規就業者の確保が必須であることから、機構と連携し、漁業就業

希望者への就業情報や漁業情報の提供、地域の中核的な漁業者が主体的に新規就業者の育成に取

り組むことで新規就業者の確保に努める。今期浜プランでは、新規就業者合計人数が基準年（平

成３０年度～令和４年度）の６人から令和６年度～令和１０年度までに３３％向上の８人を目指

す。 



５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

漁業経営セーフティ

ネット構築事業

内容：漁業者と国の拠出により、燃油価格などが高騰した際に補填金を交

付する。 

→プラン全体の取組を支える。

漁業者保証円滑化対

策事業 

内容：融資の支援や保証料の助成を行う。 

→漁業収入向上とコスト削減に資する機器等への積極的な設備投資の促

進を図る。

浜の活力再生・成長

促進交付金 

内容：浜プランの着実な推進を支援するため、浜プランの見直しに関する

活動等を支援する。 

→プランの取組全体を支える。

もうかる漁業創設支

援事業 

内容： 高性能漁船の導入等による収益生向上の実証を行うほか、計画的・

効率的な漁船導入手法等を実証する。 

→高性能漁船等の導入実証により、実証漁業所得の向上を図るもの

経営体育成総合支援

事業 

内容：意欲ある若者が漁業に新規参入し、継続して漁業に携わるための環

境を整えるとともに、漁業の高付加価値化を担う人材を確保・育成

する。 

→プランにおいて、漁業担い手の確保・育成を挙げ、新規漁業就業者に

対し、漁業研修を実施することによって、将来を担う漁業者を確保す

る。




